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               第 ５ 号 議 案
平 成 30年 ５ 月 18日
任 用 給 与 課

勤勉手当の成績率に関する運用要綱の一部改正について

警視総監より申請のあった標記の件について、申請のとおり承認する。
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勤勉手当の成績率に関する運用要綱の一部改正について（警視庁）

平成29年の人事委員会勧告に伴う条例・規則の改正及び警視庁における人事評価制度の改正に伴い、

所要の改正を行う。

項   目
該 当 条 文

内           容

理事官職の成績率

別表第１

【支給割合の改正に伴う規定整備】

○ 平成 30年６月以降に支給する勤勉手当

・勤勉月数 1.30 月（現行） → 1.25 月

改正後 現 行

段階 評価 配分 成績率 成績率

最上位 Ａ 10％ 支給の都度定める

（上限：1.75月）

支給の都度定める

（上限：1.80月）上位 Ｂ 20％

中位 Ｃ 65％ 1.1625月 1.209月

下位 Ｄ
５％

1.1375月 1.183月

最下位 Ｅ 0.9125月 0.949月

管理官職の成績率

別表第２

・勤勉月数 1.20 月（現行） → 1.15 月

改正後 現 行

段階 評価 配分 成績率 成績率

最上位 Ａ 10％ 支給の都度定める

（上限：1.80月）

支給の都度定める

（上限：1.80月）上位 Ｂ 20％

中位 Ｃ 65％ 1.081月 1.128月

下位 Ｄ
５％

1.058月 1.104月

最下位 Ｅ 0.851月 0.888月

係長職の成績率

別表第３

・勤勉月数 1.00 月（現行） → 0.95 月

改正後 現 行

段階 評価 配分 成績率 成績率

最上位 Ａ 10％ 支給の都度定める

（上限：1.50月）

支給の都度定める

（上限：1.55月）上位 Ｂ 20％

中位 Ｃ 65％ 0.9025月 0.95月

下位 Ｄ
５％

0.8930月 0.94月

最下位 Ｅ 0.8455月 0.89月
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係長職警部補の成
績率

別表第４

・勤勉月数 1.00 月（現行） → 0.95 月

改正後 現 行

段階 配分 成績率 成績率

最上位 10％ 支給の都度定める

（上限：1.50月）

支給の都度定める

（上限：1.55月）上位 20％

中位
70％

0.9025月 0.95月

下位 0.8455月 0.89月

副主査職等の成績
率

別表第５

・勤勉月数 1.00 月（現行） → 0.95 月

改正後 現 行

段階 配分 成績率 成績率

最上位 ５％ 支給の都度定める

（上限：1.45月）

支給の都度定める

（上限：1.50月）上位 25％

中位
70％

0.912月 0.96月

下位 0.855月 0.90月

再任用管理職員の
成績率

別表第６

・勤勉月数 0.575月（現行） → 0.55 月

改正後 現 行

段階 配分 成績率 成績率

上位 30％
支給の都度定める

（上限：0.85月）

支給の都度定める

（上限：0.85月）

中位
70％

0.517月 0.5405月

下位 0.4895月 0.51175月

再任用係長職の成
績率

別表第７

・勤勉月数 0.475月（現行） → 0.45 月

改正後 現 行

段階 配分 成績率 成績率

上位 40％
支給の都度定める

（上限：0.55月）

支給の都度定める

（上限：0.60月）

中位
60％

0.4275月 0.45125月

下位 0.4005月 0.42275月

再任用係長職警部
補の成績率

別表第８

・勤勉月数 0.475 月（現行） → 0.45 月

改正後 現 行

段階 配分 成績率 成績率

上位 40％
支給の都度定める

（上限：0.55月）

支給の都度定める

（上限：0.60月）

中位
60％

0.4275月 0.45125月

下位 0.4005月 0.42275月
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再任用副主査職等
の成績率

別表第９

・勤勉月数 0.475 月（現行） → 0.45 月

改正後 現 行

段階 配分 成績率 成績率

上位 40％
支給の都度定める

（上限：0.55月）

支給の都度定める

（上限：0.55月）

中位
60％

0.432月 0.456月

下位 0.405月 0.4275月

文 言 整 備

第１～第５

別表第１～別表第９

【文言整備】

○ 職員の勤勉手当に関する規則の改正に伴う文言整備

○ 警視庁職員の人事評価に関する規程の新設に伴う文言整備

附 則 【適用年月日】

平成 30 年６月に支給する勤勉手当から適用

【経過措置】

平成 29 年度の人事評価を成績率へ適用するに当たり、平成 30年度限りの

経過措置として読替えを規定














